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1.  平成23年3月期の連結業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 16,044 2.9 165 ― 101 ― △396 ―
22年3月期 15,585 △13.7 △465 ― △495 ― △936 ―

（注）包括利益 23年3月期 △1,071百万円 （―％） 22年3月期 △229百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年3月期 △16.79 ― △7.0 0.6 1.0
22年3月期 △39.57 ― △14.6 △2.7 △3.0

（参考） 持分法投資損益 23年3月期  △3百万円 22年3月期  △1百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 16,671 5,149 30.9 218.07
22年3月期 19,118 6,221 32.5 263.41

（参考） 自己資本   23年3月期  5,149百万円 22年3月期  6,221百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

23年3月期 301 581 △788 4,449
22年3月期 73 △531 1,532 4,355

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年3月期 ― 2.50 ― 0.00 2.50 59 ― 0.9
23年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
24年3月期(予想) ― 0.00 ― 2.50 2.50 ―

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 7,560 △4.2 30 25.0 0 ― 40 ― 1.69
通期 15,800 △1.5 180 9.1 120 18.8 200 ― 8.47



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）詳細は、添付資料17ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」及び21ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の
変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有
② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期 24,745,848 株 22年3月期 24,745,848 株
② 期末自己株式数 23年3月期 1,129,985 株 22年3月期 1,125,669 株
③ 期中平均株式数 23年3月期 23,618,037 株 22年3月期 23,679,656 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年3月期の個別業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 13,967 4.2 108 ― 90 ― △279 ―
22年3月期 13,402 △14.8 △509 ― △488 ― △916 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

23年3月期 △11.85 ―
22年3月期 △38.70 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 16,140 5,152 31.9 218.18
22年3月期 18,383 6,107 33.2 258.58

（参考） 自己資本 23年3月期  5,152百万円 22年3月期  6,107百万円

2.  平成24年3月期の個別業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は終
了していません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因により予想数値と大きく異なる可
能性があります。なお、上記の予想数値に関する事項は、添付資料の３ページをご参照ください。 

売上高 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純利

益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 6,680 △2.2 10 △28.6 60 ― 2.54
通期 14,000 0.2 80 △11.1 180 ― 7.62
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（当連結会計年度の概況） 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、政府の経済対策の効果などにより、企業収益の緩やかな回復

を受け、個人消費に改善の兆しが見られました。しかしながら、国内需要はなお脆弱で、自律的な回復

には至らず、先行き不透明な状況で推移いたしました。 

 印刷業界におきましては、企業の広告宣伝費抑制に伴う印刷需要の低迷や単価下落により、厳しい事

業環境が続く中、平成23年３月11日の東日本大震災の影響により、材料調達や配送が容易でない状況が

発生いたしました。 

 このような環境の中、当社グループは、平成22年４月より新たにスタートさせた３ヵ年の中期経営計

画「チェンジ＆チャレンジ」のもと、磐石な利益体質を確立するため、収益の源泉である受注の拡大に

向け、お客様の販促活動全般を支援する企画提案力の強化に取り組んでまいりました。 

 また、希望退職制度の実施をはじめとする人件費の削減や、材料費、外注費、諸経費など全ての費用

においてコスト削減施策を強力に推し進めてまいりました。 

 印刷事業につきましては、営業面では、成長分野であるＰＯＰやノベルティグッズなどの拡印刷での

本格的な市場展開に向け、クロスメディア型提案を強化するとともに、ロジスティクス分野を含めた印

刷周辺領域への取り組みを拡大し、既存のお客様との関係強化及び新規得意先の開拓を積極的に推進し

てまいりました。 

 生産面では、お客様の信頼に応えるため、印刷品質の更なる向上を目指し、当社印刷品質におけるコ

ア技術であるカラ－マネジメントシステムの深化・発展に取り組みました。更に、最適な設備稼働によ

る内製化促進や、ＤＤＣＰ（ダイレクト・デジタル・カラー・プルーフ）の推進、当社開発のネット入

稿システム「MIURA NET CONNECT」を利用した業務の効率化及び間接部門のスリム化を進め、コスト競

争力の強化に努めました。また、製紙会社、インキ会社との長年にわたる良好な取引関係により、震災

以降も用紙やインキの調達には影響なく、従前と同じ生産活動を続けております。 

 一方、本社工場跡地の有効活用として、建設を進めておりました学生寮が、平成23年２月に竣工し、

新たな安定的収益源として、学生寮運営会社への長期賃貸を開始いたしました。 

 駐車場事業につきましては、新規事業地開設を進める一方、収益基盤の安定化を図るため、不採算事

業地からの撤退及び既存事業地の土地貸借料などのコスト削減を行いました。 

 上記の取り組みの結果、当連結会計年度の売上高は160億４千４百万円となり前期に比べ2.9％の増収

となりました。 

 利益面では、営業利益１億６千５百万円（前期は営業損失４億６千５百万円）、経常利益１億１百万

円（前期は経常損失４億９千５百万円）となり、営業利益、経常利益ともに黒字転換を果たすことがで

きました。また、希望退職制度の実施による従業員特別退職金の計上や、研修施設及び駐車場事業営業

権の減損損失の計上等により、当期純損失は３億９千６百万円（前期は当期純損失９億３千６百万円）

となりました。 

 なお、当社グループの印刷事業につきましては、売上高139億８千９百万円（前期比4.2％増）、営業

利益１億２千６百万円（前期は営業損失４億６千２百万円）となりました。 

 連結子会社㈱ミウラクリエイトが運営しております駐車場事業につきましては、売上高20億３千８百

万円（前期比4.4％減）、営業利益３千８百万円（前期は営業損失１千７百万円）となりました。 

１．経営成績

（１）経営成績に関する分析
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（次期の見通し） 

  わが国経済は、輸出と生産が主導するかたちで、緩やかな回復傾向を示していましたが、このたびの

東日本大震災の景気への影響が懸念され、予断を許さない状況が続くものと思われます。 

 印刷業界におきましては、材料の供給量不足、電力使用制限による操業度の低下、得意先企業の広告

宣伝費の縮小などにより、事業環境はなお一層厳しさを増すことが予想されます。 

 このような状況の中、当社グループは、平成23年９月に創業80周年を迎えますが、この節目の年を将

来の成長に向けた布石とすべく、グループ一丸となって確固たる経営基盤の確立に取り組んでまいりま

す。 

 印刷事業におきましては、営業面では、売上拡大のため営業体制の再構築を行い、営業力強化に取り

組んでまいります。新たに設置いたしました「営業戦略部」を中心に戦略的営業活動を促進するととも

に、「営業革新プロジェクト」を新設し、新たな商品・サービスの創出に注力してまいります。また、

従来の印刷に加え、周辺事業として拡印刷に注力するため、クリエイティブ力を強化し、ＰＯＰやノベ

ルティグッズの充実を図ってまいります。クリエイティブ部門の強化策として、営業本部コミュニケー

ション部を再編成し、クリエイティブ営業の強化、デジタルメディアの企画・開発などに取り組んでま

いります。 

 更に、お客様のデータベースと連携し、印刷及び各種デジタルメディアへの展開を可能にする汎用性

の高いコンテンツマネジメントシステムの開発を行い、Ｗｅｂ、モバイル、デジタルサイネージなど周

辺メディアへの拡大を進めてまいります。 

 生産面では、「第二次Miura Production System（MPS：三浦生産方式）」を活性化させ、更なる生産

性向上と内製化に注力いたします。また、平成23年１月より取り組みを開始いたしました物流改革を加

速することにより、材料調達から物流に至るトータルでのコストダウンを推進いたします。 

 財務面では、積極的に財務体質強化に取り組んでまいります。具体的には、投資有価証券をはじめと

する投資資産を見直してスリム化を図り、創出した資金を有利子負債圧縮や戦略的投資へ充当してまい

ります。 

 駐車場事業におきましては、引き続き、新規事業地開設、既存事業地のリニューアルやきめ細かな料

金設定変更、カーシェアリングへの車室転貸しを推進し、収益性向上に注力するとともに、新たな取り

組みとして、満空情報検索システムやクレジットカード決済、ポイント制の導入により稼働率向上を図

ってまいります。 

 以上を踏まえて、当社グループの平成24年３月期の通期の見通しは、売上高158億円、営業利益１億

８千万円、経常利益１億２千万円、当期純利益２億円となる見込みであります。 
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  （資産、負債及び純資産の状況） 

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末に比べ24億４千７百万円の減少となり、166億７千

１百万円となりました。これは主に、有価証券及び投資有価証券の減少等によるものであります。 

 負債の部では、前連結会計年度末に比べ13億７千６百万円の減少となり、115億２千１百万円となり

ました。これは主に、長期借入金の減少等によるものであります。 

 純資産の部では、前連結会計年度末に比べ10億７千２百万円の減少となり、51億４千９百万円となり

ました。これは主に、利益剰余金及びその他有価証券評価差額金の減少等によるものであります。この

結果、自己資本比率は30.9%となりました。  

  

    （キャッシュ・フローの状況） 

当連結会計年度末の現金及び現金同等物は、前連結会計年度末と比較して９千３百万円の増加とな

り、44億４千９百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、３億１百万円の収入となりました。 

これは主に、税金等調整前当期純損失、減価償却費の計上及びたな卸資産の減少によるものでありま

す。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、５億８千１百万円の収入となりました。 

これは主に、投資有価証券の売却及び関係会社の清算による収入、並びに有形固定資産の取得による支

出によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、７億８千８百万円の支出となりました。 

これは主に、長期借入金の返済によるものであります。  

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 
※自己資本比率 ： 自己資本／総資産  

 時価ベースの自己資本比率 ： 株式時価総額／総資産  

 キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ： 有利子負債／営業キャッシュ・フロー  

 インタレスト・カバレッジ・レシオ ： 営業キャッシュ・フロー／利払い  

 １．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。  

 ２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。  

 ３．営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用してお 

   ります。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象と 

   しております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

（２） 財政状態に関する分析

平成20年３月期 平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期

自己資本比率 （%） 42.2 39.0 32.5 30.9

時価ベースの自己資本比率
（%）

32.8 33.7 22.6 15.7

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率（年）

7.4 4.6 121.4 26.9

インタレスト・カバレッジ・
レシオ（倍）

5.8 9.4 0.4 1.4
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当社グループの配当政策は、財務体質と経営基盤の強化を図りながら、株主の皆様に安定的かつ継続

的な利益還元を行うことを基本方針にしております。  

 内部留保資金につきましては、主力事業である純印刷分野及び拡印刷事業等の充実・拡大のための設

備投資と、新製品・新技術の研究開発及び新規事業展開を図るための投資に優先的に配分し、企業価値

の向上を目指してまいります。  

 当期末の配当につきましては、業績と今後の経営環境などを勘案し、誠に遺憾ながら見送ることとさ

せていただきました。また、次期の配当につきましては、期末配当金２円50銭（中間配当金０円）を予

定しております。    

当社グループの経営成績及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクにつきましては、以下の

ようなものがあります。  

 なお、文中における将来に関する事項につきましては、当連結会計年度末現在において、当社グルー

プが判断したものであります。  

 ①受注単価の変動  

   商業印刷物の受注は景気の動向に左右される傾向が強く、受注単価も変動いたします。  

  印刷業界におきましては、競争激化による受注単価下落が継続し、依然として厳しい経営環境 

  が続くものと思われます。  

 ②用紙価格の変動  

   印刷の主要材料であります用紙の単価が上昇し、得意先に対して価格転嫁ができない場合に 

  は、業績に影響を及ぼす可能性があります。  

 ③特定取引先への依存  

   当社グループは、いくつかの特定取引先の売上に占める割合が高い傾向にあります。  

  このような取引先との関係が強みであると考えておりますが、今後特定取引先の経営成績や取 

  引方針によっては業績に影響を及ぼす可能性があります。  

 ④売上債権  

   当社グループでは与信管理の強化に努めておりますが、得意先の倒産などによる貸倒れが生 

  じた場合、当社グループの業績及び財政状態に影響を与える可能性があります。  

 ⑤顧客情報管理  

   当社グループは事業の一環として、製品情報や顧客リストなど得意先の機密情報をお預かり 

  しております。  

   当社はプライバシーマークを取得しており「情報を保護する」という個人情報保護マネジメ 

  ントシステム(ＰＭＳ)を全社員が遵守しておりますが、万一、情報が漏洩した場合には、企業 

  としての信頼や得意先を失い、事業活動に影響を及ぼす可能性があります。  

 ⑥災害の発生  

   製造設備等の主要施設には防火や耐震対策等を実施しておりますが、災害等により物流の断 

  絶など社会インフラに重大な被害を受け、臨機応変な生産体制が維持できない場合には、業績 

  に影響を及ぼす可能性があります。  

 ⑦財務制限条項 

   当社グループは短期借入金の一部について財務制限条項が付されており、当社グループは事 

  業を営む上でこれを遵守する必要があります。財務制限条項の詳細は22ページ、「連結財務諸 

  表に関する注記事項」（連結貸借対照表関係）※３に記載のとおりであります。なお、当連結 

  会計年度において計上した希望退職制度の実施に伴う特別退職金等により、当期末において当 

  期純損失396百万円を計上し、財務制限条項の一部に抵触いたしました。しかし、当期末以前 

  に当該取引金融機関より期限の利益喪失請求権を放棄する旨の合意を得ており、平成23年３月 

  25日付でその旨を記載した書面を受領しております。   

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

（４）事業等のリスク
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当社グループは、三浦印刷㈱(当社)及び子会社２社並びに関連会社１社で構成されております。主な事
業は商業宣伝物を中心とした各種印刷物全般の製造販売を内容とし、さらにクロスメディア化に対応する
事業開発及びその他のサービス等の事業活動を展開しております。 
  当社グループの事業に係る位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであります。
なお、事業の種類別セグメントと同一の区分であります。 

(1) 印刷事業 

商業印刷物………当社が製造販売しております。 
なお、一部作業工程については、連結子会社ミウラテック㈱が行っております。 

その他……………当社の物流業務については、連結子会社ミウラテック㈱が主として行っておりま
す。 

(2) 駐車場事業 
連結子会社㈱ミウラクリエイトが当社グループの事業多角化を推進しており、時間貸し駐車場事業等

を行っております。 

  

[事業系統図] 
以上述べた事項を系統図によって示すと次のとおりであります。 

  

 

２．企業集団の状況

三浦印刷㈱（7920）平成23年３月期　決算短信

－ 6 －



当社グループは、経営理念として「全従業員の物心両面の幸福を追求するとともに、お客様に心から

満足いただける製品・サービスを提供し、明日の豊かな社会づくりに貢献する」を掲げ、企業経営を行

っております。 

 平成23年９月、当社グループは創業80周年を迎えますが、今後もこの理念のもと、家族、お客様、社

会に誇れる会社を目指し、企業価値の向上に努めてまいります。 

当社グループは平成22年４月より新たな３ヵ年中期経営計画「チェンジ＆チャレンジ」をスタートさ

せ、「情報・文化を事業ドメインとして、お客様に喜びと感動を与え、“信頼度ナンバーワン企業”を

目指す」を経営ビジョンとし、事業構造の改革を進めております。 

 ３ヵ年計画の２年目となる平成24年３月期は、確固たる経営基盤を確立し、将来の成長への布石を打

つため、「お客様の信頼と満足」を第一の行動指針として、アグレッシブかつスピーディーに以下の施

策を推進してまいります。 

①営業活動の改革 

・マーケティング強化 

 営業各機能のシナジー効果を最大化し、戦略的営業活動を促進するため、「営業戦略部」を新設いた

しました。市場ニーズ、お客様ニーズを的確に捉え、中長期的な視点で営業活動の質を向上させ、お客

様とのパートナーシップを高めてまいります。 

・クリエイティブ体制の改革 

 クリエイティブ体制の再構築を進め、自らセールスを行う「能動型」クリエイティブを活性化させ、

営業スタイルの改革を図るとともに、将来の営業戦略の核となる企画・制作からロジスティクスまでの

一貫ラインでお客様のニーズに対応できるフルフィルメント体制の構築を図ります。 

②事業領域の拡大 

・成長基盤の確立 

 将来の成長ドライバーとなる商品、サービスの創出に向け、「営業革新プロジェクト」を新設いたし

ました。ＩＴソリューションを中心に、市場優位性のあるビジネスモデルを構築し、新領域・新市場の

開拓を推進いたします。 

・クロスメディア展開の推進 

 成長分野であるＰＯＤ（プリントオンデマンド）を絡めたクロスメディア展開を図るため、お客様の

ニーズに対して様々なソリューションが提供できるよう、カラーマネジメントシステムを発展させると

ともに、デジタル機器のラインアップ拡充を積極的に進めます。 

③収益力の強化 

・コストダウンの推進 

 コスト競争力を強化するため、物流体制の再構築を推進するとともに、設備稼働の平準化によるロス

削減及び更なる生産性向上、歩留まりの改善を継続的に実施いたします。 

・間接業務の集中化・合理化 

 入稿部分の機動性を高め、市場環境の変化にスピーディーに対応できる体制を構築するため、製造・

営業の連携を強化し、ネット入稿システム「MIURA NET CONNECT」を活用した入稿フロント業務改革を

推進いたします。 

３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

（２）中長期的な会社の経営戦略と対処すべき課題
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・利益管理体制の強化 

 適正な利益を確保するため、セグメント別、工程別、案件別の利益管理体制の強化を推進いたしま

す。 

④財務体質の改善 

 投資有価証券をはじめとする投資資産を見直して適正化を図り、それによって創出した資金を有利子

負債圧縮に充当し、財務体質の一層の強化を進めてまいります。また、中期経営計画に基づき、将来の

成長への布石として戦略的投資にも注力し、確固たる経営基盤を確立してまいります。 

⑤駐車場事業の収益性向上 

 エリアの選択と集中を強化し、好立地の開発を推進すると同時に、既存事業地の稼働率を向上させる

ため、事業地のリニューアルや市場動向に合わせた料金設定変更を継続して実施していきます。 

また、カーシェアリングへの車室転貸しや、ＩＣカード決済の導入及び管理ネットワークへの参加を推

進いたします。 

⑥企業の社会的責任（CSR）への取り組み 

 当社グループは、法令や企業倫理の遵守はもちろんのこと、品質保証・環境保全活動・情報保護に全

社を挙げて取り組んでまいります。特に「エネルギーの使用の合理化に関する法律」（省エネ法）の改

正に伴い、当社グループはエネルギー管理統括者・エネルギー管理企画推進者設置を含む管理体制を、

既にあるISO14001の推進組織体制の中で推進してまいります。また、文化支援や地域交流などの社会貢

献活動を通じて、社会に対する責任と義務を果たしつつ、社会全体の更なる発展に貢献してまいりま

す。 
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４．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,055 4,449

受取手形及び売掛金 2,959 3,068

有価証券 999 －

製品 90 30

仕掛品 206 191

原材料及び貯蔵品 103 59

繰延税金資産 30 －

その他 408 268

貸倒引当金 △9 △8

流動資産合計 8,846 8,059

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 3,919 ※1 4,511

減価償却累計額 △2,665 △2,646

建物及び構築物（純額） 1,253 1,864

機械装置及び運搬具 3,394 3,392

減価償却累計額 △2,905 △2,959

機械装置及び運搬具（純額） 488 432

工具、器具及び備品 692 696

減価償却累計額 △583 △579

工具、器具及び備品（純額） 108 117

土地 ※1 1,185 ※1 1,113

リース資産 10 73

減価償却累計額 △1 △14

リース資産（純額） 9 59

建設仮勘定 272 －

有形固定資産合計 3,317 3,588

無形固定資産

営業権 218 24

その他 83 52

無形固定資産合計 302 77

投資その他の資産

投資有価証券 ※1, ※2 5,569 ※1 3,906

保険積立金 318 313

前払年金費用 340 333

繰延税金資産 18 －

その他 485 457

貸倒引当金 △80 △64

投資その他の資産合計 6,652 4,946

固定資産合計 10,272 8,612

資産合計 19,118 16,671
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,967 1,955

短期借入金 ※1 1,272 ※1, ※3 1,911

1年内償還予定の社債 － 300

未払法人税等 19 17

賞与引当金 139 116

その他 1,077 598

流動負債合計 4,476 4,900

固定負債

社債 ※1 1,470 ※1 1,470

長期借入金 ※1, ※3 6,120 ※1 4,409

繰延税金負債 354 184

役員退職慰労引当金 449 455

その他 25 102

固定負債合計 8,421 6,621

負債合計 12,897 11,521

純資産の部

株主資本

資本金 2,215 2,215

資本剰余金 2,230 2,230

利益剰余金 1,883 1,486

自己株式 △393 △393

株主資本合計 5,936 5,538

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 285 △389

その他の包括利益累計額合計 285 △389

純資産合計 6,221 5,149

負債純資産合計 19,118 16,671
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

 連結損益計算書

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

売上高 15,585 16,044

売上原価 ※2 12,806 ※2 13,160

売上総利益 2,778 2,883

販売費及び一般管理費 ※1, ※2 3,244 ※1, ※2 2,718

営業利益又は営業損失（△） △465 165

営業外収益

受取利息 13 9

受取配当金 86 85

物品売却益 36 49

その他 36 20

営業外収益合計 173 164

営業外費用

支払利息 194 212

その他 8 16

営業外費用合計 203 228

経常利益又は経常損失（△） △495 101

特別利益

有形固定資産売却益 ※3 0 ※3 2

投資有価証券売却益 54 124

貸倒引当金戻入額 1 3

役員退職慰労引当金戻入額 － 0

特別利益合計 55 131

特別損失

減損損失 ※4 134 ※4 118

災害による損失 － ※5 1

固定資産除売却損 ※6 26 ※6 63

投資有価証券売却損 － 1

投資有価証券評価損 ※7 198 24

関係会社清算損 － ※8 8

会員権評価損 0 －

特別退職金 － ※9 356

工場移転費用 ※10 81 －

貸倒引当金繰入額 0 0

賃貸借契約解約損 － 0

特別損失合計 442 575

税金等調整前当期純損失（△） △882 △343

法人税、住民税及び事業税 8 8

法人税等調整額 45 44

法人税等合計 54 53

少数株主損益調整前当期純損失（△） － △396

少数株主利益 － －

当期純損失（△） △936 △396
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 連結包括利益計算書

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

少数株主損益調整前当期純損失（△） － △396

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 － △674

その他の包括利益合計 － ※2 △674

包括利益 － ※1 △1,071

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 － △1,071
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（３）連結株主資本等変動計算書

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 2,215 2,215

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,215 2,215

資本剰余金

前期末残高 2,230 2,230

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,230 2,230

利益剰余金

前期末残高 2,938 1,883

当期変動額

剰余金の配当 △118 －

当期純損失（△） △936 △396

当期変動額合計 △1,055 △396

当期末残高 1,883 1,486

自己株式

前期末残高 △360 △393

当期変動額

自己株式の取得 △32 △0

当期変動額合計 △32 △0

当期末残高 △393 △393

株主資本合計

前期末残高 7,023 5,936

当期変動額

剰余金の配当 △118 －

当期純損失（△） △936 △396

自己株式の取得 △32 △0

当期変動額合計 △1,087 △397

当期末残高 5,936 5,538
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △421 285

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

707 △674

当期変動額合計 707 △674

当期末残高 285 △389

その他の包括利益累計額合計

前期末残高 △421 285

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

707 △674

当期変動額合計 707 △674

当期末残高 285 △389

純資産合計

前期末残高 6,602 6,221

当期変動額

剰余金の配当 △118 －

当期純損失（△） △936 △396

自己株式の取得 △32 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 707 △674

当期変動額合計 △380 △1,071

当期末残高 6,221 5,149
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純損失（△） △882 △343

減価償却費 583 440

減損損失 134 118

工場移転費用 81 －

特別退職金 － 356

貸倒引当金の増減額（△は減少） △10 △16

賞与引当金の増減額（△は減少） △67 △22

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 8 5

受取利息及び受取配当金 △100 △94

支払利息 194 212

投資有価証券売却益 △54 △124

投資有価証券評価損 198 24

有形固定資産売却益 △0 △2

固定資産除売却損 26 63

売上債権の増減額（△は増加） 111 △108

たな卸資産の増減額（△は増加） △58 119

未収入金の増減額（△は増加） 13 18

仕入債務の増減額（△は減少） 58 △11

前払年金費用の増減額（△は増加） 25 7

未払消費税等の増減額（△は減少） △31 1

未払費用の増減額（△は減少） 4 △12

その他 △64 139

小計 172 770

利息及び配当金の受取額 97 96

利息の支払額 △189 △212

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △7 3

特別退職金の支払額 － △356

営業活動によるキャッシュ・フロー 73 301

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 － 200

有価証券の取得による支出 △929 －

有価証券の償還による収入 929 1

有形固定資産の取得による支出 △317 △616

有形固定資産の売却による収入 24 28

無形固定資産の取得による支出 △9 △6

投資有価証券の取得による支出 △540 △5

投資有価証券の売却による収入 253 686

関係会社の清算による収入 － 259

その他投資等の増加による支出 △8 △6

その他投資等の減少による収入 46 31

その他 19 10

投資活動によるキャッシュ・フロー △531 581
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 800 1,800

短期借入金の返済による支出 △1,440 △1,850

長期借入れによる収入 2,940 －

長期借入金の返済による支出 △615 △1,022

社債の発行による収入 － 295

自己株式の取得による支出 △32 △0

配当金の支払額 △118 －

その他 △1 △11

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,532 △788

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,074 93

現金及び現金同等物の期首残高 3,281 4,355

現金及び現金同等物の期末残高 4,355 4,449
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 該当事項はありません。 

  

（５）継続企業の前提に関する注記

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

１．連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数 ２社

  連結子会社名  

 ミウラテック㈱  

 ㈱ミウラクリエイト

(1) 連結子会社の数 ２社

  同左

(2) 非連結子会社の名称等

   MIURA USA, INC.

 連結の範囲から除いた理由

  非連結子会社は小規模であり、総

資産、売上高、当期純損益及び利

益剰余金等は、いずれも連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしていな

いため、連結の範囲から除いてお

ります。

―――――――――

  

 

   

２．持分法の適用に関する事

項

(1)持分法を適用した関連会社数 １社 

㈱レヴァンテ・インターナショナル

㈱レヴァンテ・インターナショナル

は当連結会計年度において新たに株

式を取得したことから、当連結会計

年度より持分法適用の範囲に含めて

おります。

(1)持分法を適用した関連会社数 １社 

   同左

(2)非連結子会社 MIURA USA, INC.は、

当期純損益及び利益剰余金等に及ぼ

す影響額が軽微であり、かつ、全体

としても重要性がないため、持分法

の適用から除いております。

 ―――――――――

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社の事業年度の末日は、連結

決算日と一致しております。

   同左

４．会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

 ① 有価証券

   満期保有目的の債券

    償却原価法(定額法)

   その他有価証券

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

 ① 有価証券

   満期保有目的の債券

    同左

   その他有価証券

   時価のあるもの

    決算日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定

しております。)

   時価のあるもの

    同左

   時価のないもの

    移動平均法による原価法

   時価のないもの

    同左   

 ② たな卸資産

   製品、仕掛品

    個別法による原価法 

 （貸借対照表価額については 

  収益性の低下に基づく簿価 

  切下げの方法）

   原材料、貯蔵品

    移動平均法による原価法 

（貸借対照表価額については 

 収益性の低下に基づく簿価 

 切下げの方法）

 ② たな卸資産

   製品、仕掛品

    同左

    

  

 

   原材料、貯蔵品 

    同左
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項目
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

 ① 有形固定資産（リース資産を除

く)

   定率法

なお、平成10年４月１日以降取

得した建物(建物附属設備を除

く)については、定額法を採用

しております。主な耐用年数は

以下のとおりであります。

 建物及び構築物

  30～50年

 機械装置及び運搬具

  ２～15年

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

 ① 有形固定資産（リース資産を除

く）

   同左

 

  

 

  

 

 

  

 

  

② 無形固定資産（リース資産を除

く）

   定額法

   なお、営業権については５年間

で償却しております。また、自

社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法を採用し

ております。

② 無形固定資産（リース資産を除

く）

   同左

  

   

③ リース資産

   所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引に係るリース資産につ

いては、リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。なお、

所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引のうち、リース取引開

始日が平成20年３月31日以前の

リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

③ リース資産

   同左

(3) 重要な引当金の計上基準

 ① 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

 ① 貸倒引当金

  同左 

  

 

 

② 賞与引当金

   従業員に対し支給する賞与に充

当するため、支給見込額のうち

当連結会計年度の負担額を計上

しております。

② 賞与引当金

   同左
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項目
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

 ③ 退職給付引当金  

従業員の退職給付に備えるた 

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。 

また、数理計算上の差異は各連

結会計年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(13年)による定額法

により按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処

理しております。

      当連結会計年度末においては、

年金資産額が退職給付債務見込

額に未認識数理計算上の差異を

加減した額を超えているため、 

当該超過額を前払年金費用とし

て計上しております。  

なお、過去勤務債務はその発生

時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（３

年）による定額法により按分し

た額を費用処理することとして

おります。 

 ③ 退職給付引当金 

同左

      

 

  

 

 

 ④ 役員退職慰労引当金

   役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく連結会計

年度末要支給額を計上しており

ます。

 ④ 役員退職慰労引当金

   同左
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項目
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

(4) 重要なヘッジ会計の方法

 ① ヘッジ会計の方法

   通貨スワップについて振当処理

の要件を満たしているものは振

当処理を、金利スワップについ

て、特例処理の要件を満たして

いるものは特例処理を行ってお

ります。

(4) 重要なヘッジ会計の方法

 ① ヘッジ会計の方法

   同左

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

   ヘッジ手段……金利スワップ、

通貨スワップ

   ヘッジ対象……借入金の利息、

外貨建社債

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

   同左

 ③ ヘッジ方針

   借入金の支払利息を固定する目

的で金利スワップ取引を行い、

また、為替変動リスクを回避す

る目的で通貨スワップ取引を行

っており、ヘッジ対象の識別は

個別契約ごとに実施しておりま

す。

 ③ ヘッジ方針

   同左

 ④ ヘッジ有効性評価の方法

   ヘッジ手段とヘッジ対象の対応

関係を確認することにより行っ

ております。

 ④ ヘッジ有効性評価の方法

   同左

(5) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

(5) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

  消費税等の処理方法 

   税抜方式によっております。

  消費税等の処理方法 

   同左

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

該当事項はありません。    同左  

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

該当事項はありません。    同左

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金(現金及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヵ月以内に満期日または

償還期限の到来する短期的な投資から

なっております。

   同左

三浦印刷㈱（7920）平成23年３月期　決算短信

－ 20 －



 
  

 
  
  

（７）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

（会計方針の変更）

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その３）の適

用  

 当連結会計年度より「退職給付に係る会計基準」の一

部改正（その３）（企業会計基準第19号 平成20年7月31 

日）を適用しております。この変更に伴う資産、負債及

び損益に与える影響はありません。 

資産除去債務に関する会計基準の適用 

 当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用して

おります。 

 この変更に伴う資産、負債及び損益に与える影響はあ

りません。

（表示方法の変更）

前連結会計年度
(自  平成21年４月１日
至  平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

───────── (連結損益計算書関係)

当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号  平成20年12月26日）に基づ

き、財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成

21年３月24日  内閣府令第５号）を適用し、「少数株主

損益調整前当期純利益」の科目で表示しております。

（追加情報）

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

─────────  当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）適用

しております。ただし「その他の包括利益累計額」及び

「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の金

額は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等合

計」の金額を記載しております。
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                                            （単位 百万円） 

（８）連結財務諸表に関する注記事項

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度 
(平成22年３月31日)

当連結会計年度 
(平成23年３月31日)

 

 

※１．担保に供している資産及び担保付債務

土地 10

投資有価証券 1,151

   上記の担保資産に対する債務

短期借入金 33

長期借入金 466

社債に対する銀行保証 1,170

 

※１．担保に供している資産及び担保付債務

建物 716

土地 10

投資有価証券 1,210

  上記の担保資産に対する債務

短期借入金 33

長期借入金 433

社債に対する銀行保証 1,170

※２．非連結子会社及び関連会社に対するものは、下記

のとおりであります。

投資有価証券(株式) 280
 

   ――――――――――――――――――

※３．財務制限条項 

長期借入金のうち1,200百万円については財務制

限条項が付されており、下記の条項に抵触した場

合には、当該債務について期限の利益を喪失する

可能性があります。

    ①各事業年度の中間及び期末連結貸借対照表に記 

   載される純資産の部の合計金額からその他有価 

   証券評価差額金の金額を控除した金額を、平成 

   16年３月期の事業年度末又は直前の事業年度末 

   の連結貸借対照表に記載される純資産の部の合 

   計金額からその他有価証券評価差額金の金額を 

   控除した金額のいずれか大きい方の75％の金額 

   以上に維持すること。  

  ②連結損益計算書の経常利益を２期連続して損失 

   としないこと。

※３．財務制限条項 

短期借入金のうち1,200百万円については財務制

限条項が付されており、下記の条項に抵触した場

合には、当該債務について期限の利益を喪失する

可能性があります。 

なお、当事業年度において、同条項の一部に抵触

しておりますが、平成23年３月25日付で、取引金

融機関より、期限利益喪失請求権を放棄する旨を

書面にて受領しております。

  ①各事業年度の中間及び期末連結貸借対照表に記 

   載される純資産の部の合計金額からその他有価 

   証券評価差額金の金額を控除した金額を、平成 

   16年３月期の事業年度末又は直前の事業年度末 

   の連結貸借対照表に記載される純資産の部の合 

   計金額からその他有価証券評価差額金の金額を 

   控除した金額のいずれか大きい方の75％の金額 

   以上に維持すること。  

  ②連結損益計算書の経常利益を２期連続して損失 

   としないこと。
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                                                    （単位 百万円） 

(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、下記のとおりであります。

荷造運賃 384

役員報酬・給与諸手当 1,408

賞与引当金繰入額 63

退職給付費用 127

役員退職慰労引当金繰入額 14

減価償却費 294

貸倒引当金繰入額 12

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、下記のとおりであります。

荷造運賃 351

役員報酬・給与諸手当 1,235

賞与引当金繰入額 59

退職給付費用 105

役員退職慰労引当金繰入額 9

減価償却費 168

貸倒引当金繰入額 1

 

 

 

※２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる

   研究開発費                        62

※３．有形固定資産売却益の内訳

機械装置及び運搬具 0

※４．減損損失
当連結会計年度において、当社は以下の資産グル
ープについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類

東京都墨田区 本社工場

建物及び構築物、機械装置
及び運搬具、工具、器具及
び備品、ソフトウェア、リ
ース資産

本社工場移転に伴い遊休資産となります当該資産
グループについて、減損損失134百万円を計上して
おります。

 （減損損失の金額）

 建物及び構築物 114

 機械装置及び運搬具 3

 工具、器具及び備品 10

 ソフトウエア  0

 リース資産  5

  計 134

なお、当該資産の回収可能価額は備忘価額をもって
評価しております。

 

 

 

※２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる

   研究開発費                        60

※３．有形固定資産売却益の内訳

建物及び構築物 2

※４．減損損失   
当連結会計年度において、駐車場事業を運営する
連結子会社㈱ミウラクリエイトは、将来キャッシ
ュ・フローが帳簿価額を著しく下回った営業権に
ついて、減損損失74百万円を計上しております。
営業権減損損失の測定に使用した回収可能価額は
使用価値であり、割引率は1.76％としておりま
す。        
 
当連結会計年度において、当社は以下の資産グル
ープについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類

神奈川県
足柄下郡 
箱根町

研修施設
建物及び構築物、工具、
器具及び備品、土地

研修施設の売却意思決定を取締役会にて決議した
ことに伴い、遊休資産となります当該資産グルー
プについて、減損損失43百万円を計上しておりま
す。 
なお、回収可能価額は正味売却価額により測定し
ており、建物及び構築物については備忘価額、土
地については路線価による相続税評価額を使用し
ております。

（減損損失の金額）

 建物及び構築物 14

 工具、器具及び備品 0

 土地 29

  計 43

―――――――――――――――――― ※５．災害による損失 

平成23年３月11日の東日本大震災の影響によるも

のであります。
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(連結包括利益計算書関係) 

当連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日) 

  

※１  当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益 

 
  

※２  当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益 

 
  

  

  

  

  

  

  

  

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

 

※６．固定資産除売却損の内訳

項目
金額

除却 売却 計

建物及び構築物 6 ─ 6

機械装置及び
運搬具

14  0 14

工具、器具
及び備品

4 0 5

合計 26 0 26

※７．投資有価証券評価損 

主なものは、MIURA USA,INC.の解散を決定したこ

とに伴うものであります。 

――――――――――――――――――

   ―――――――――――――――――― 

  

 

※10．工場移転費用  

   本社工場を移転することに伴う移転・整備費用 

   及び資産処分損等であります。

 

※６．固定資産除売却損の内訳

項目
金額

除却 売却 計

建物及び構築物 31 ─ 31

機械装置及び
運搬具

11 ─ 11

工具、器具
及び備品

2 ─ 2

土地 ─ 17 17

合計 46 17 63

――――――――――――――――――

※８．関係会社清算損 

MIURA USA,INC.の解散による損失であります。

※９．特別退職金
平成22年５月７日開催の取締役会において決議さ
れた希望退職制度の実施によるものであります。 
 

――――――――――――――――――

親会社株主に係る包括利益 △229百万円

計 △229百万円

その他有価証券評価差額金 707百万円

計 707百万円
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前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 
  

３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

   該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 
  
３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 
  該当事項はありません。 
 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

   該当事項はありません。 

(連結株主資本等変動計算書関係)

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 24,745,848 ― ― 24,745,848

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 983,428 142,241 ― 1,125,669

市場買付での取得による増加 138,000株

単元未満株式の買取りによる増加 4,241株

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成21年５月15日 
取締役会

普通株式 59 2.50 平成21年３月31日 平成21年６月29日

平成21年10月30日 
取締役会

普通株式 59 2.50 平成21年９月30日 平成21年12月８日

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 24,745,848 ― ― 24,745,848

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 1,125,669 4,316 ― 1,129,985

単元未満株式の買取りによる増加 4,316株
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                                            （単位 百万円） 

 
  

   リース取引に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられる
ため開示を省略しております。 

  

   金融商品に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるた
め開示を省略しております。 

  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

(平成22年３月31日現在)

現金及び預金 4,055

３ヵ月以内に償還期限の
到来する有価証券

499

    計 4,555

預入期間３ヵ月超の定期預金 △200

現金及び現金同等物 4,355  

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

(平成23年３月31日現在)

現金及び預金 4,449

現金及び現金同等物 4,449

(リース取引関係)

(金融商品関係)
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前連結会計年度 

１．その他有価証券 （平成22年３月31日） 
  (単位 百万円) 

 
(注) 非上場株式（連結貸借対照表計上額385百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積るこ

となどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、上表の「その他有価証券」には含めて
おりません。なお、非上場株式については、当連結会計年度において192百万円減損処理を行っております。 

  

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 （自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

                                                                (単位 百万円)    

 
  
３．減損処理を行った有価証券  

当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について５百万円減損処理を行っており
ます。 
 なお、下落率30％以上50％未満の株式については、当社グループの判定基準に従って、回復可能性が
ないと判断したものについては減損処理を行っております。 

  

当連結会計年度 

１．その他有価証券 （平成23年３月31日） 
  (単位 百万円) 

 
(注) 非上場株式（連結貸借対照表計上額104百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積るこ

となどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、上表の「その他有価証券」には含めて
おりません。なお、非上場株式については、当連結会計年度において4百万円減損処理を行っております。 

  

(有価証券関係)

種類
連結貸借対
照表計上額

取得原価 差額

連結貸借対照表計上額が取得原価を 
超えるもの

株式 3,689 2,876 812

その他 102 100 2

小計 3,791 2,976 815

連結貸借対照表計上額が取得原価を 
超えないもの

株式 1,059 1,411 △ 351

その他 330 335 △ 5

小計 1,390 1,746 △ 356

合計 5,182 4,723 458

種類 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

株式 253 54 ─

種類
連結貸借対
照表計上額

取得原価 差額

連結貸借対照表計上額が取得原価を 
超えるもの

株式 1,462 1,186 276

その他 101 100 1

小計 1,564 1,286 278

連結貸借対照表計上額が取得原価を 
超えないもの

株式 2,208 2,864 △655

その他 26 32 △6

小計 2,235 2,896 △661

合計 3,799 4,183 △383
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２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 （自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

  (単位 百万円) 

 
  
３．減損処理を行った有価証券  

当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について24百万円減損処理を行っており
ます。 
 なお、下落率30％以上50％未満の株式については、当社グループの判定基準に従って、回復可能性が
ないと判断したものについては減損処理を行っております。 
  
  

   デリバティブ取引関係に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと
考えられるため開示を省略しております。 

  

     (単位 百万円) 

 
  

   該当事項はありません。 

種類 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

株式 686 124 1

(デリバティブ取引関係)

(退職給付関係)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

１．採用している退職給付制度の概要

  当社及び連結子会社は、退職給付制度として主に規

約型確定給付企業年金を採用しております。

  

１．採用している退職給付制度の概要

   同左

  

 

２．退職給付債務に関する事項

(1)退職給付債務 △2,247

(2)年金資産 1,998

(3)未認識過去勤務債務 1

(4)未認識数理計算上の差異 589

(5)前払年金費用 340

(6)退職給付引当金 ―

 
 

２．退職給付債務に関する事項

(1)退職給付債務 △2,324

(2)年金資産 1,547

(3)未認識過去勤務債務 0

(4)未認識数理計算上の差異 1,109

(5)前払年金費用 333

(6)退職給付引当金 ―

 

 

３．退職給付費用に関する事項

(1)勤務費用 152

(2)利息費用 55

(3)期待運用収益 △33

(4)数理計算上の差異の費用処理額 92

(5)退職給付費用 267

 
 

３．退職給付費用に関する事項

(1)勤務費用 155

(2)利息費用 56

(3)期待運用収益 △69

(4)過去勤務債務の費用処理額 0

(5)数理計算上の差異の費用処理額 74

(6)退職給付費用 215

 

 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

   (1)退職給付見込額の期間配分方法
      期間定額基準

(2)割引率 2.5％

(3)期待運用収益率 2.0％

(4)過去勤務債務の処理年数 3年

(5)数理計算上の差異の処理年数 13年

     翌連結会計年度より費用処理
 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

  (1)退職給付見込額の期間配分方法
    期間定額基準

(2)割引率 1.6％

(3)期待運用収益率 3.5％

(4)過去勤務債務の処理年数 3年

(5)数理計算上の差異の処理年数 13年

     翌連結会計年度より費用処理

(ストック・オプション等関係)

三浦印刷㈱（7920）平成23年３月期　決算短信

－ 28 －



     (単位 百万円)  

(税効果会計関係)

前連結会計年度
（平成22年３月31日）

当連結会計年度
（平成23年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(流動資産)

   繰延税金資産

賞与引当金損金算入限度超過額 57

税務上の繰越欠損金 14

その他 27

 繰延税金資産小計 99

評価性引当額 △69

 繰延税金資産合計 30

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(流動資産)

   繰延税金資産

賞与引当金損金算入限度超過額 47

その他 44

 繰延税金資産小計 92

評価性引当額 △92

 繰延税金資産合計 ―

(固定資産)

   繰延税金資産

貸倒引当金損金算入限度超過額 31

減価償却費損金算入限度超過額 37

会員権評価損 89

その他の投資資産評価損 47

投資有価証券評価損 99

役員退職慰労引当金 183

税務上の繰越欠損金 602

その他 8

 繰延税金資産小計 1,099

評価性引当額 △1,081

 繰延税金資産合計 18

(固定資産)

   繰延税金資産

貸倒引当金損金算入限度超過額 25

減価償却費損金算入限度超過額 36

会員権評価損 72

その他の投資資産評価損 47

投資有価証券評価損 28

役員退職慰労引当金 185

税務上の繰越欠損金 840

その他 6

 繰延税金資産小計 1,242

評価性引当額 △1,242

 繰延税金資産合計 ―

(固定負債) (固定負債)

  繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 △42

前払年金費用 △138

その他有価証券評価差額金 △173

 繰延税金負債合計 △354

  繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 △42

前払年金費用 △135

その他有価証券評価差額金 △6

 繰延税金負債合計 △184

 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 法定実効税率 40.7％

 (調整)

 交際費等永久に損金に 

 算入されない項目
△1.2％

 受取配当金等永久に益金に 

 算入されない項目 0.9％

 住民税均等割等 △0.9％

 評価性引当額 △45.5％

 その他 △0.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △6.1％

 

 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 法定実効税率 40.7％

 (調整)

 交際費等永久に損金に 

 算入されない項目
△1.9％

 受取配当金等永久に益金に 

 算入されない項目 2.1％

 住民税均等割等 △2.4％

 評価性引当額 △54.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △15.5％
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  該当事項はありません。 

  

  該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

当社グループは、東京都その他の地域において賃貸用住宅（学生寮）や賃貸用オフィスビル等を有しております。

なお、賃貸用オフィスビルについては当社の子会社が使用しているため、賃貸等不動産として使用される部分を含む

不動産としております。 

 平成23年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益については、賃貸用住宅（学生寮）の事業供用日が平

成23年３月であるため、金額は軽微となります。 

 賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び当連結会計年度における主な変動並びに連結決算日における時価及び当

該時価の算定方法は以下のとおりです。 

  

（単位：百万円） 

 
(注) １．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

２．主な増加は、賃貸用住宅（学生寮）の取得716百万円 印刷事業用不動産から賃貸用不動産への振替10百万

円であります。 

３．時価の算定方法 

適切に市場価格を反映していると考えられる指標に基づく価額を採用しております。 

(企業結合等関係)

(資産除去債務関係)

(賃貸等不動産関係)

Ⅰ．前連結会計年度（自  平成21年４月１日  至  平成22年３月31日）

Ⅱ．当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

連結貸借対照表計上額

連結決算日における時価

前連結会計年度末残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

－ 872 872 1,216
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前連結会計年度(自平成21年４月１日 至平成22年３月31日) 
                                                                                         （単位 百万円） 

 
   (注) １. 事業区分は、製品の種類、性質及び市場の類似性、事業戦略に基づく事業領域との整合性

等に照らし区分しております。 

      ２. 各区分の主な製品 

       (1) 印刷事業・・・・・・各種の製版、印刷、製本加工並びにその製品の販売 

       (2) 駐車場事業等・・・・時間貸し駐車場事業等 

      ３. 印刷事業において、本社工場移転に伴い遊休資産となる資産グループについて、 

        減損損失134百万円を計上しております。 

      ４. 会計方針の変更 

        （「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その３）の適用） 

          (７)「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」の「会計方針の変更」に記載の 

         とおり、当連結会計年度より「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その３）（企業会計基準第 

         19号 平成20年７月31日）を適用しております。 

         この変更に伴う資産、負債及び損益に与える影響はありません。 

  

   前連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 
    当社は、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社を有しないため、該当事項はありません。 
  

   前連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 
    当社及び連結子会社は、海外売上高がないため、該当事項はありません。 

(セグメント情報等)

１ 事業の種類別セグメント情報

印刷事業 駐車場事業等 計
消去又は 

全社
連結

Ⅰ 売上高及び営業損益

 

  売上高

(1) 外部顧客に

対する売上高
13,430 2,154 15,585 ― 15,585

(2) セグメント間の内部 

売上高又は振替高
― ― ― ― ―

計 13,430 2,154 15,585 ― 15,585

営業費用 13,892 2,158 16,051 ― 16,051

営業損失（△） △462 △3 △465 ― △465

Ⅱ 資産、減価償却費、減損 

    損失及び資本的支出

  

資産 18,318 800 19,118 ― 19,118

減価償却費 351 231 583 ― 583

減損損失 134 ― 134 ― 134

資本的支出 227 25 252 ― 252

２ 所在地別セグメント情報

３ 海外売上高
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１ 報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。 

当社は、製品・サービス別に製造販売体制を置き、取り扱う製品・サービスについて国内市場における

包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

従って、当社は製造販売体制を基礎とした製品・サービス別セグメントから構成されており、「印刷事

業」及び「駐車場事業」の２つを報告セグメントとしております。 

「印刷事業」は、各種の製版、印刷、製本加工並びにその製品の販売をしております。「駐車場事業」

は、時間貸し駐車場の運営、駐車場機器のレンタルをしております。 

  

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と概ね同一であります。 

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益及び振替高は市

場実勢価格に基づいております。 

  

(セグメント情報)
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３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

  

(単位：百万円) 

 
（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業等を含んでおりま

す。 

  

(単位：百万円) 

 
（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業等を含んでおりま

す。 

  

前連結会計年度(自  平成21年４月１日  至  平成22年３月31日)

報告セグメント その他 
(注)

合計
印刷事業 駐車場事業 計

売上高

  外部顧客への売上高 13,430 2,132 15,562 22 15,585

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 13,430 2,132 15,562 22 15,585

セグメント利益又は損失(△) △462 △17 △479 13 △465

セグメント資産 18,079 728 18,807 311 19,118

その他の項目

  減価償却費 351 228 580 3 583

 持分法適用会社への投資額 ― ― ― 5 5

  有形固定資産及び 
  無形固定資産の増加額

227 25 252 259 512

当連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日)

報告セグメント その他 
(注)

合計
印刷事業 駐車場事業 計

売上高

  外部顧客への売上高 13,988 2,038 16,026 18 16,044

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

1 ― 1 ― 1

計 13,989 2,038 16,027 18 16,045

セグメント利益又は損失(△) 126 38 165 △3 162

セグメント資産 15,298 407 15,705 965 16,671

その他の項目

  減価償却費 293 136 430 10 440

 持分法適用会社への投資額 ― ― ― 5 5

  有形固定資産及び 
  無形固定資産の増加額

92 79 172 525 698
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４ 報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調整に関する事

項) 

  

(単位：百万円) 

 
  

(単位：百万円) 

 
  

  
(単位：百万円) 

 
  

  

  
(単位：百万円) 

 
  

  

  
  

  

売上高 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 15,562 16,027

「その他」の区分の売上高 22 18

セグメント間取引消去 ― △1

連結財務諸表の売上高 15,585 16,044

利益 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 △479 165

「その他」の区分の利益 13 △3

セグメント間取引消去 ― 3

連結財務諸表の営業利益又は営業損失（△） △465 165

資産 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 18,807 15,705

「その他」の区分の資産 311 965

連結財務諸表の資産合計 19,118 16,671

その他の項目
報告セグメント計 その他 調整額 連結財務諸表計上額

前連結 
会計年度

当連結 
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結 
会計年度

前連結 
会計年度

当連結
会計年度

減価償却費 580 430 3 10 － － 583 440

有形固定資産及び 
無形固定資産の増加額

252 172 259 525 － － 512 698
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  セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

  

     本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。 

  

  本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

  

(単位：百万円) 

 
  

 当連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日) 

                                                                        (単位：百万円) 

 
  

  

    該当事項はありません。 

  

  該当事項はありません。 

  

 （追加情報） 

 当連結会計年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成21年

３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20

号  平成20年３月21日)を適用しております。 

  

 （関連情報）

   当連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日)

  １．製品及びサービスごとの情報

  ２．地域ごとの情報

  (1) 売上高

  (2) 有形固定資産

  ３．主要な顧客ごとの情報

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

㈱三越 4,474 印刷事業

 (報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報)

報告セグメント
その他 全社・消去 合計

印刷事業 駐車場事業 計

減損損失 43 74 118 ― ― 118

 （報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報）

    当連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日)

 （報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報）

  当連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日)
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前連結会計年度(自平成21年４月１日 至平成22年３月31日) 

  

役員及び個人主要株主等 
  

 
(注) １．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

近隣の地代を参考にした価格によっております。 

３．当社役員及びその近親者が議決権の100％を直接保有しております。 

  

当連結会計年度(自平成22年４月１日 至平成23年３月31日) 

  

役員及び個人主要株主等 
  

 
(注) １．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

近隣の地代を参考にした価格によっております。 

３．当社役員及びその近親者が議決権の100％を直接保有しております。 

  

 
  
  

 該当事項はありません。 

(関連当事者情報)

種類 会社名 所在地
資本金 

(百万円)

事業の 

内容

議決権等の 

被所有割合 

(％)

関連当事者との 

関係

取引の 

内容

取引金額 

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

役員及びその近

親者が議決権の

過半数を所有し

ている会社

三浦総業

㈱ 

(注)３

東京都 

墨田区
23

不動産 

賃貸業
直接4.71

不動産の賃借 

役員の兼任

事務所 

賃借  

(注)２

24
差入 

保証金
28

種類 会社名 所在地
資本金 

(百万円)

事業の 

内容

議決権等の 

被所有割合 

(％)

関連当事者との 

関係

取引の 

内容

取引金額 

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

役員及びその近

親者が議決権の

過半数を所有し

ている会社

三浦総業

㈱ 

(注)３

東京都 

墨田区
23

不動産 

賃貸業
直接4.71

不動産の賃借 

役員の兼任

事務所 

賃借  

(注)２

17
差入 

保証金
28

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

１株当たり純資産額 263.41円 １株当たり純資産額 218.07円

１株当たり当期純損失金額 39.57円 １株当たり当期純損失金額 16.79円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。 

（１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎）

 連結損益計算書上の当期純損失     936百万円

 普通株式に係る当期純損失       936百万円

 普通株式に帰属しない金額の主要な内訳

  該当事項はありません。

 普通株式の期中平均株式数      23,679,656株

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。 

（１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎）

 連結損益計算書上の当期純損失     396百万円

 普通株式に係る当期純損失       396百万円

 普通株式に帰属しない金額の主要な内訳

  該当事項はありません。

 普通株式の期中平均株式数      23,618,037株

(重要な後発事象)
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当連結会計年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 
(注) １．セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２．金額は販売価格で表示しております。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

４．駐車場事業及びその他は製造業ではないため、生産高は記載しておりません。 

  

当連結会計年度における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 
(注) １．セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２．金額は販売価格で表示しております。 

３．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

４．駐車場事業及びその他は受注を主とする事業ではないため、受注高、受注残高は記載しておりません。 

  

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 
(注) １．セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

 
３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(その他)

 生産、受注及び販売の状況

(1) 生産実績

セグメントの名称 生産高(百万円) 前期比(％)

印刷事業 13,934 3.4

駐車場事業 ― ―

その他 ― ―

合計 13,934 3.4

(2) 受注実績

セグメントの名称 受注高(百万円) 前期比(％) 受注残高(百万円) 前期比(％)

印刷事業 13,964 4.5 1,072 △2.2

駐車場事業 ― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

合計 13,964 4.5 1,072 △2.2

(3) 販売実績

セグメントの名称 販売高(百万円) 前期比(％)

印刷事業 13,988 4.2

駐車場事業 2,038 △4.4

その他 18 △18.2

合計 16,044 2.9

相手先

前連結会計年度 当連結会計年度

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

㈱三越 4,406 28.3 4,474 27.9
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５．個別財務諸表

（１）貸借対照表

(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,825 4,242

受取手形 143 182

売掛金 2,787 2,858

有価証券 999 －

製品 91 30

仕掛品 205 191

原材料及び貯蔵品 101 57

前払費用 68 64

未収入金 82 33

その他 56 41

貸倒引当金 △7 △8

流動資産合計 8,355 7,694

固定資産

有形固定資産

建物 3,356 3,941

減価償却累計額 △2,187 △2,171

建物（純額） 1,169 1,770

構築物 140 145

減価償却累計額 △109 △100

構築物（純額） 30 44

機械及び装置 3,197 3,194

減価償却累計額 △2,745 △2,790

機械及び装置（純額） 452 403

車両運搬具 14 14

減価償却累計額 △12 △13

車両運搬具（純額） 1 1

工具、器具及び備品 576 580

減価償却累計額 △479 △480

工具、器具及び備品（純額） 96 99

土地 1,036 964

リース資産 8 8

減価償却累計額 △1 △2

リース資産（純額） 6 5

建設仮勘定 272 －

有形固定資産合計 3,065 3,289

無形固定資産

借地権 5 5

ソフトウエア 61 33

電話加入権 10 10

施設利用権 0 －

無形固定資産合計 77 48
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 5,289 3,906

関係会社株式 470 189

長期貸付金 6 5

関係会社長期貸付金 90 －

長期前払費用 8 2

差入保証金 30 30

保険積立金 318 313

会員権 236 220

前払年金費用 340 333

その他 174 170

貸倒引当金 △80 △64

投資その他の資産合計 6,884 5,107

固定資産合計 10,027 8,446

資産合計 18,383 16,140

負債の部

流動負債

支払手形 1,031 1,100

買掛金 940 858

1年内償還予定の社債 － 300

1年内返済予定の長期借入金 925 1,625

リース債務 1 1

未払金 533 22

未払費用 229 211

未払法人税等 18 16

未払消費税等 － 5

前受金 0 0

預り金 23 25

賞与引当金 112 92

設備関係支払手形 276 298

その他 1 2

流動負債合計 4,095 4,562

固定負債

社債 1,470 1,470

長期借入金 5,884 4,259

リース債務 5 3

繰延税金負債 354 184

役員退職慰労引当金 446 451

その他 18 55

固定負債合計 8,179 6,424

負債合計 12,275 10,987
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,215 2,215

資本剰余金

資本準備金 554 554

その他資本剰余金 1,676 1,676

資本剰余金合計 2,230 2,230

利益剰余金

その他利益剰余金

土地圧縮積立金 47 47

償却資産圧縮積立金 14 13

別途積立金 2,315 2,315

繰越利益剰余金 △608 △887

利益剰余金合計 1,769 1,489

自己株式 △393 △393

株主資本合計 5,822 5,541

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 285 △389

評価・換算差額等合計 285 △389

純資産合計 6,107 5,152

負債純資産合計 18,383 16,140
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（２）損益計算書

(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

売上高

製品売上高 13,402 13,967

売上原価

製品期首たな卸高 86 94

当期製品製造原価 11,340 11,612

製品期末たな卸高 94 30

たな卸資産評価損 7 △9

売上原価合計 11,340 11,667

売上総利益 2,062 2,299

販売費及び一般管理費 2,572 2,191

営業利益又は営業損失（△） △509 108

営業外収益

受取利息 20 10

受取配当金 86 85

受取賃貸料 39 32

物品売却益 36 49

その他 31 16

営業外収益合計 215 195

営業外費用

支払利息 150 165

社債利息 36 35

その他 6 11

営業外費用合計 193 213

経常利益又は経常損失（△） △488 90

特別利益

有形固定資産売却益 0 2

投資有価証券売却益 54 124

貸倒引当金戻入額 1 2

役員退職慰労引当金戻入額 － 0

特別利益合計 55 129

特別損失

減損損失 134 43

災害による損失 － 1

固定資産除売却損 10 55

投資有価証券売却損 － 1

投資有価証券評価損 12 24

関係会社株式評価損 185 4

関係会社清算損 － 8

特別退職金 － 356

会員権評価損 0 －

工場移転費用 81 －

貸倒引当金繰入額 0 0

特別損失合計 426 496

税引前当期純損失（△） △859 △276

法人税、住民税及び事業税 7 7

法人税等調整額 50 △3

法人税等合計 57 3

当期純損失（△） △916 △279
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（３）株主資本等変動計算書

(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 2,215 2,215

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,215 2,215

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 554 554

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 554 554

その他資本剰余金

前期末残高 1,676 1,676

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,676 1,676

資本剰余金合計

前期末残高 2,230 2,230

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,230 2,230

利益剰余金

その他利益剰余金

土地圧縮積立金

前期末残高 47 47

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 47 47

償却資産圧縮積立金

前期末残高 15 14

当期変動額

償却資産圧縮積立金の取崩 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 14 13

別途積立金

前期末残高 2,315 2,315

当期変動額

別途積立金の取崩 － －

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,315 2,315
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

繰越利益剰余金

前期末残高 426 △608

当期変動額

剰余金の配当 △118 －

圧縮積立金の取崩 0 0

当期純損失（△） △916 △279

当期変動額合計 △1,034 △279

当期末残高 △608 △887

利益剰余金合計

前期末残高 2,804 1,769

当期変動額

剰余金の配当 △118 －

圧縮積立金の取崩 － －

当期純損失（△） △916 △279

当期変動額合計 △1,034 △279

当期末残高 1,769 1,489

自己株式

前期末残高 △360 △393

当期変動額

自己株式の取得 △32 △0

当期変動額合計 △32 △0

当期末残高 △393 △393

株主資本合計

前期末残高 6,889 5,822

当期変動額

剰余金の配当 △118 －

当期純損失（△） △916 △279

自己株式の取得 △32 △0

当期変動額合計 △1,067 △280

当期末残高 5,822 5,541
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △421 285

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

707 △674

当期変動額合計 707 △674

当期末残高 285 △389

評価・換算差額等合計

前期末残高 △421 285

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

707 △674

当期変動額合計 707 △674

当期末残高 285 △389

純資産合計

前期末残高 6,467 6,107

当期変動額

剰余金の配当 △118 －

当期純損失（△） △916 △279

自己株式の取得 △32 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 707 △674

当期変動額合計 △359 △955

当期末残高 6,107 5,152
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